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2023年 2月 20日 

 

『健康をサポートする変額保険 将来のお守り』を発売 

～業界初となるお客さまの健康状態に応じて積立金が変動する仕組みを導入～ 

 

ＳＯＭＰＯひまわり生命保険株式会社（社長：大場 康弘、以下「当社」）は、2023年5月8日より、

Insurhealth® （インシュアヘルス）商品第10弾として、変額保険（ペットネーム「健康をサポートする変額

保険 将来のお守り」、以下「本商品」）を発売します。 

本商品は、万が一の死亡保障に加え、現役世代の資産形成を行う上で大きなリスクとなる就労不能や介護な

どの「働けない」状態を手厚く保障します。さらにお客さまの健康状態に応じて資産形成の効果を高めること

ができる「健康積立金」の仕組み、保険料払込期間終了後も特別勘定での運用を継続できる第２保険期間な

ど、業界初となる仕組みを導入しました。 

 

 

 

 

 

当社は、お客さまの万が一と毎日の健康を応援する「健康応援企業」の確立をビジョンに掲げ、保険本来の

機能（Insurance）に健康をサポートする機能（Healthcare）を加えた「Insurhealth®（インシュアヘルス）」

を、新たな価値として提供しています。本商品は、人生100年時代においてお客さまの健康で豊かな生活をサ

ポートすることを目的に、万が一の保障と健康状態に応じた計画的な資産形成など、以下４点をコンセプトと

して開発しました。 

≪「健康をサポートする変額保険 将来のお守り」の主な特徴≫ 

＜ポイント１＞【業界初※】Insurhealth®（インシュアヘルス）の価値提供 

① 喫煙状況や健康状態に応じて積立金を加算 

‐各健康ステージに応じて健康積立金を、毎月積立金に加算 

② 「健康☆チャレンジ！制度」の導入 

‐加入時に健康ステージを適用できなかった場合でも、健康ステージの適用もしくは変更にチャレンジ可能 

＜ポイント２＞【業界初※】基本保険金額保証のない第２保険期間を設定 

コストを抑えて特別勘定による運用を継続しながら、積立金をいつでも活用することが可能 

‐第２保険期間は、積立金による死亡・高度障害の保障を確保しながら、運用継続を可能とし、お客さまの 

経済状況などに応じて、いつでも積立金を活用することが可能 

‐第２保険期間は基本保険金額の最低保証をなくし、災害時の保障のみとすることで運用コストを抑制 

＜ポイント３＞万が一の死亡保障に加え、現役世代に必要な保障を確保 

‐第１保険期間（保険料払込期間）中は、死亡・高度障害に加え、就労不能状態・要介護状態を保障 

＜ポイント４＞三大疾病罹患時にも資産形成を継続可能  

‐変額用保険料免除特約を付加した場合、三大疾病罹患時にも安心して資産形成を継続可能 

※2023 年 2 月 20 日現在 当社調べ  



１．Insurhealth®（インシュアヘルス）の価値提供 

  ＜１＞健康ステージ 

お客さまの喫煙状況・健康状態に応じて、「健康ステージ」を適用します。お払込みいただく保険料

は変更することなく、各健康ステージに応じて、健康積立金を毎月積立金に加算する仕組みです。健康

積立金を含めて特別勘定で運用を行うため、「健康ステージ」を適用することで資産形成の効果を高め

ることができます。 

 
 

  ＜２＞健康☆チャレンジ！制度（健康ステージの変更） 

加入時に「健康ステージ」を適用できなかった場合でも、ご契約後の所定の期間内に当社の定める健

康状態（過去１年間以上喫煙歴がないなど）を満たした場合には、新たに健康ステージの適用もしくは

変更ができます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．将来を支える健康サービス（リンククロス 健康トライ） 

将来に向けた健康への取組みを支えるサービスとして、これまで提供している「リンククロス 健康トラ

イ」を活用いただきます。 

 



３．「健康をサポートする変額保険 将来のお守り」の保障内容 

  ＜１＞保険期間のコンセプト 

第１保険期間：現役世代が安心して、保障を確保しながら資産形成を行うための期間 

第２保険期間：第１保険期間で積み立てた資産を活用していく期間 

・第１保険期間中は、死亡・高度障害の保障に加えて、就労不能状態・要介護状態などの「働けない状

態」を保障します。第１保険期間満了後は自動的に第２保険期間に移行します。 

・第２保険期間移行後は、特別勘定による運用を継続します（※）。運用状況やお客さまの経済状況に応

じて、第２保険期間のお好きなタイミングで第１保険期間で積み立てた資産を活用いただくことが可

能です。 

※第２保険期間は最低保証にかかるコストがかかりません 

  

 ＜２＞保障内容（主契約） 

 第１保険期間（保険料払込期間）の保障内容  

保険金・給付金の種類 支払事由 支払額 

死亡保険金 死亡したとき 

基本保険金額 

または 

積立金額の 

いずれか 

大きい金額 

高度障害保険金 所定の高度障害状態に該当したとき 

就労不能・介護保険金 

つぎのいずれかに該当したとき 

(１)国民年金法に基づく障害等級１級または２級の状態に該当し

ていると認定され障害基礎年金の受給権が生じたとき 

ただし、精神障害の状態に該当している場合を除きます。 

(２)所定の就労不能状態に該当したとき 

(３)公的介護保険制度により要介護１以上と認定されたとき 

(４)満65歳未満の被保険者が所定の要介護状態に該当し、その状態

が180日以上継続したと医師により診断確定されたとき 



 第２保険期間の保障内容  

保険金・給付金の種類 支払事由 支払額 

死亡給付金 死亡したとき 

積立金額 

高度障害給付金 所定の高度障害状態に該当したとき 

災害死亡給付金 不慮の事故または所定の感染症により死亡したとき 
積立金額の

110％ 
災害高度障害給付金 

不慮の事故または所定の感染症により所定の高度障害状態に該当

したとき 

※第２保険期間は基本保険金額の最低保証はありません。 

 

＜３＞保障内容（特約） 

変額用保険料免除特約を付加した場合、第１保険期間（保険料払込期間）中に三大疾病により所定の事由に

該当したとき、以後の保険料の払込が免除されます。保険料払込免除事由該当後も、引き続き保険料の払い込

みがあったものとして、保障や特別勘定による運用を継続することができます。 

対象となる三大疾病 保険料の払込の免除事由 

がん 

（上皮内がん含む） 

責任開始期前を含めて初めてがんと医師により診断確定されたとき 

（ただし、責任開始日から起算して90日以内にがんに罹患したと医師によって診断

確定された場合は対象外です。） 

心疾患 

心疾患を発病し、つぎのいずれかに該当したとき 

・心疾患を直接の原因とする入院をしたとき 

・心疾患の治療を直接の目的としたつぎのいずれかの手術を受けたとき 

①公的医療保険の手術料が算定される手術 

②先進医療に該当する手術 

脳血管疾患 

脳血管疾患を発病し、つぎのいずれかに該当したとき 

・脳血管疾患を直接の原因とする入院をしたとき 

・脳血管疾患の治療を直接の目的としたつぎのいずれかの手術を受けたとき 

①公的医療保険の手術料が算定される手術 

②先進医療に該当する手術 

 

＜４＞保険料例 

 （ご契約例）●保険期間：終身 ●保険料払込期間：65歳  

●保険料払込方法：口座振替月払 ●基本保険金額:1,000万円 

変額用保険料免除特約 年齢 男性 女性 

あり 

30歳 20,220 20,370 

40歳 32,690 32,070 

50歳 61,120 57,710 

なし 

30歳 18,580 18,140 

40歳 29,180 28,520 

50歳 53,560 52,400 



４．特別勘定について 

９種類のファンドを自由に組み合わせることが可能です。選択できる特別勘定は下表のとおりです。

（2022 年 10 月現在の内容に基づくものです。） 

特別勘定の

種類 

主な投資対象となる

投資信託 
特別勘定の運用方針 運用会社 

バランス 

４０型 

（安定型） 

世界ＥＴＦバランス

４０ファンド（適格機

関投資家専用） 

主な投資対象とする投資信託を通じ、日本を含む主要

先進国の株式や債券に分散投資し、中長期的な資産の

成長を目指します。外貨建資産については、原則として

為替ヘッジを行いません。資産配分は、国内株式15％、

外国株式25％、国内債券30％、外国債券30％です。※1 

SOMPO アセット 

マネジメント 

株式会社 

バランス 

６０型 

（積極型） 

世界ＥＴＦバランス

６０ファンド（適格機

関投資家専用） 

主な投資対象とする投資信託を通じ、日本を含む主要

先進国の株式や債券に分散投資し、中長期的な資産の

成長を目指します。外貨建資産については、原則として

為替ヘッジを行いません。資産配分は、国内株式20％、

外国株式40％、国内債券20％、外国債券20％です。※1 

SOMPO アセット 

マネジメント 

株式会社 

国内株式型 

国内株式インデック

ス・ファンドＶＡ（適

格機関投資家専用） 

主な投資対象とする投資信託を通じ、主としてTOPIX

（東証株価指数）採用銘柄に投資を行い、TOPIXの動き

に連動する投資成果を目指します。 

ブラックロック・

ジャパン株式会社 

先進国 

株式型 

外国株式インデック

スオープンＶ（適格機

関投資家限定） 

主な投資対象とする投資信託を通じ、主として日本を

除く主要先進国の株式に投資を行い、MSCIコクサイ指

数（円ヘッジなし・円ベース）の動きに連動する投資成

果を目指します。外貨建資産については、原則として為

替ヘッジを行いません。 

三菱ＵＦＪ 

国際投信株式会社 

※2023年10月より三

菱UFJアセットマネ

ジメント株式会社に

社名変更となります 

先進国株式 

アクティブ

型 

フィデリティ・グロー

バル株式・ファンド

（適格機関投資家専

用） 

主な投資対象とする投資信託を通じ、実質的に日本を

含む世界の企業の株式等へ投資を行い、長期的な元本

の成長を目指します。外貨建資産については、原則とし

て為替ヘッジを行いません。 

フィデリティ投信

株式会社 

新興国 

株式型 

インデックスファン

ド海外新興国（エマー

ジング）株式 

主な投資対象とする投資信託を通じ、主として新興国

の株式に投資を行い、MSCIエマージング・マーケット・

インデックス（円ヘッジなし・円ベース）の動きに連動

する投資成果を目指します。外貨建資産については、原

則として為替ヘッジを行いません。 

日興アセット 

マネジメント 

株式会社 

先進国 

債券型 

外国債券インデック

ス・ファンドＶＡ（適

格機関投資家専用） 

主な投資対象とする投資信託を通じ、主として日本を

除く主要先進国の国債に投資を行い、FTSE世界国債イ

ンデックス（除く日本､ヘッジなし・円ベース）の動き

に連動する投資成果を目指します。外貨建資産につい

ては、原則として為替ヘッジを行いません。 

ブラックロック・

ジャパン株式会社 

国内 

リート型 

国内リートインデッ

クス・ファンドＶＡ

（適格機関投資家専

用） 

主な投資対象とする投資信託を通じ、主として日本の

不動産投資信託証券（REIT）に投資を行い、S&P J-REIT 

指数（配当込み）の動きに連動する投資成果を目指しま

す。 

ブラックロック・

ジャパン株式会社 

短期金融 

市場型 
（特に定めません。） 

円建ての預貯金、短期金融商品を中心に運用を行いま

す。流動性に十分配慮し、リスクを抑えた安定的な運用

を行います。※2 

― 

●特別勘定について詳しくは「特別勘定のしおり」をご覧ください。 

※1 資産ごとにつぎの指数を基本資産配分で合成したものを参考指数とします。 

また、原則として毎月末時点で基本資産配分に近づけるため、リバランス(資産配分の調整)を行います。 

国内株式 TOPIX（東証株価指数） 

国内債券 NOMURA-BPI総合 

外国株式 MSCIコクサイ指数（円ヘッジなし・円ベース） 

外国債券 FTSE世界国債インデックス（除く日本、ヘッジなし・円ベース） 

※2 マーケットの先行きが読みにくい局面で資金を一時的に退避させる目的でご利用いただけます。諸費用の控除等により積立

金が減少することがありますので、ご注意ください。  



 別紙  

このニュースリリースに記載の商品をご契約いただくにあたり、特にご注意いただきたい事項 

 

投資リスクについて 

 この保険は、特別勘定の運用実績に基づいて積立金額、解約返戻金の額等が変動（増減）するしくみの変

額保険です。 

 特別勘定資産は主として投資信託を通じて国内外の株式・債券等に投資されますので、この保険には資産

配分リスク・価格変動リスク・金利変動リスク・為替変動リスク・信用リスク・カントリーリスク・流動

性リスク・デリバティブ取引のリスク等の投資リスクがあります。そのため、株式や債券等の価格の下

落・為替の変動等により、積立金額、解約返戻金の額等のお受け取りになる金額が払込保険料の合計額を

下回ることがあり、ご契約者に損失が生じるおそれがあります（積立金額や解約返戻金の額に最低保証は

ありません。）。 

 これらの投資リスクはすべてご契約者に帰属します。特別勘定資産の運用成果がご契約者の期待どおりで

はなかった場合でも、当社または生命保険募集人などの第三者がご契約者に何らかの補償・補てんをする

ことはありません。 

 運用対象・運用方針の異なる複数の特別勘定の中から、お客さまのご判断で投資対象となる特別勘定をお

選びいただきます。また、ご契約後に特別勘定への保険料の繰入割合を変更し、または積立金の移転（ス

イッチング）を行う場合、特別勘定の種類によっては基準となる指標やリスクの種類が変わることがあり

ます。 

※資産運用に関する事項の詳細については、「特別勘定のしおり」をご確認ください。 

 

お客さまにご負担いただく費用について 

この保険にかかる費用は以下のとおりです。2022 年10 月現在の内容に基づくものであり、将来変更される

可能性があります。 

（１）保険関係費用 

保険関係費用とは、お払い込みいただいた保険料もしくは積立金から控除される諸費用です。 

項目 費用 控除する時期等 

①  保険契約の締結および維持
に必要な費用（※1）（第１保
険期間中のみ）（※2） 

（被保険者の年齢、性別な
どにより異なるため、具体
的な金額や上限額を表示す
ることができません。) 

特別勘定に繰り入れる際に保険料から
控除します。 

② 特別勘定の管理に必要な費用 各特別勘定の積立金額に対
して、年率0.2％ 

左記の365 分の１を、ユニットプライ
ス（※3）の計算の過程で毎日控除しま
す。 ③ 基本保険金額保証に関する費

用（第１保険期間中のみ） 
各特別勘定の積立金額に対
して、年率0.25％ 

④ 死亡保障などに必要な費用
（危険保険料に相当する費
用）（※4） 

（被保険者の年齢、性別な
どにより異なるため、具体
的な金額や上限額を表示す
ることができません。) 

＜責任開始期に関する特約を付加した
場合＞ 
 第１回保険料が入金された日の属す
る月の翌月１日または契約日のいずれ
か遅い日始、および月単位の契約応当
日始に積立金から控除します。 
＜責任開始期に関する特約を付加しな
い場合＞ 
 契約日始および月単位の契約応当日
始に積立金から控除します。 

⑤ 保険料払込免除に関する費用
（第１保険期間中のみ） 
（※2）（※5） 

保険料に対して、 
0.1～0.2％を乗じた金額 

特別勘定に繰り入れる際に保険料から
控除します。 

（※1） 保険契約の維持に必要な費用には、保険料の収納にかかる費用が含まれます。 

（※2） 払済保険（変額）に変更後は控除されません。 

（※3） 特別勘定の１ユニットあたりの価格（単位価格）のことをいいます。詳しくは、ご契約のしおり「特別勘定について」

をご確認ください。 

（※4） 保険契約の維持に必要な費用の一部を含みます。 

（※5）「健康ステージを適用する場合の特則」が適用される場合、保険料払込免除後の健康積立金を加算する費用を含みま

す。  



 変額用保険料免除特約を付加した場合、特約部分の保険料は、特約による保険料払込免除に関する費用、特約

の締結および維持に必要な費用としてご負担いただくものであり、特別勘定に繰り入れる際にはお払い込みい

ただいた保険料から控除します。このため、特別勘定に繰り入れる金額は特約を付加しない場合と同額です。

この特約を付加した場合に増加する保険料部分については、特別勘定での運用はいたしません。 
 

（２）運用関係費用 

特別勘定 
費用（税込） 控除する時期等 

特別勘定の投資対象となる投資信託の純資産総額に対して  

① 
バランス４０型 

（安定型） 
実質年率0.18398％～0.20378％ 程度 

特別勘定の投資対

象となる投資信託

の純資産総額から

毎日控除します。 

② 
バランス６０型 

（積極型） 
実質年率0.18920％～0.20460％ 程度 

③ 国内株式型 年率0.0605％ 

④ 先進国株式型 年率0.1430％ 

⑤ 
先進国株式 

アクティブ型 
 実質年率0.7285％ 程度 

⑥ 新興国株式型 年率0.3740％ 

⑦ 先進国債券型 年率0.0825％ 

⑧ 国内リート型 年率0.0660％ 

⑨ 短期金融市場型 金利情勢、投資対象とする短期金融商品によって変動します。 

 運用関係費用は、主な投資対象となる投資信託の2022 年10 月時点の信託報酬率を記載しています。 

 ①、②、⑤の主な投資対象となる投資信託はファンドオブファンズ方式です。このためご契約者が実質

的にご負担いただく費用は、投資対象である投資信託の信託報酬と、その投資信託が組入れるファンド

の信託報酬等との合算となります。なお、組入れファンドの変更等により将来的に信託報酬率は変動す

ることがあります。 

 ①、②はバランス型投資信託であり、上表の信託報酬率は、基準配分比率に基づき算出していますが、

実際の組入れ比率は運用状況に応じて変動するため、運用関係費用も変動します。加えて、組入れファ

ンドの一部は市場金利に応じて信託報酬率が変動します。 

 信託報酬の他、監査報酬、信託事務の諸費用、有価証券の売買委託手数料および消費税等の税金等がか

かりますが、これらの諸費用は運用資産額や取引量等によって変動するため、費用の発生前に金額や計

算方法を確定することは困難であり、表示することができません。また、これらの費用は投資信託の純

資産総額から控除されます。したがって、お客さまはこれらの費用をこのご契約が保有する持分に応じ

て間接的に負担することになります。 
 

（３）解約・減額時にご負担いただく費用 

項目 費用 控除する時期等 

解約控除 

解約日または減額日における保険料の払込年月数および保険契約の経過

年月数が５年未満の場合に、基本保険金額またはその減額分に対して、

保険料の払込年月数および保険契約の経過年月数により計算した額 

解約日または減額

日の積立金額から

控除します。 

 自動延長就労不能・介護保障定期保険、払済保険（変額）、定額払済終身保険へ変更する場合も、保険

料の払込年月数および保険契約の経過年月数が５年未満のときは、変更後のご契約に充当する解約返戻

金に解約控除がかかります。 

 解約控除額は基本保険金額・保険料払込期間・保険料の払込年月数および保険契約の経過年月数によっ

て異なるため、具体的な金額を表示することができません。 
 

（４）年金支払特約、年金移行特約による年金支払期間中にご負担いただく費用 

項目 費用 控除する時期等 

年金管理費 毎年お支払いする年金額に対して0.5％ 
項目費用控除する時期等毎年の年金支払の

基準日に責任準備金から控除します。 

 

この保険にかかる費用の合計額は、（１）保険関係費用および（２）運用関係費用の合計額です。 

ただし、上記（３）または（４）の場合は、その費用をあわせてご負担いただきます。 


